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1 . はじめに った 。 共同研究は、 制度が開始された 1983 年度 

国立大学等 ( 大学共同利用機関、 高等専門学校 から 2002 年度までのデータを、 受託研究は実施 

を 含む。 以下大学と略す。 ) は 、 国立大学法人法等 報告書の保管があ った 1995 年度から 2002 年度ま 
に 基づき、 平成 16 年 4 月から法人化がなされた。 でをデータベース 化している。 また、 1995 年度以 
同法においても 産学連携は国立大学法人の 重要な 隆の経費、 民問 等 より派遣の研究者数 ( 共同研究 

役割の 一 っとして位置付けられ、 法人化後は各大 のみ ) 、 および大学・ 民間等の各種の 属性データを 

学が自らの個性・ 特色を反映しっ つ 柔軟な運用と データベースに 付加しデータベース 構築している。 

知的財産の取扱いのルールを 定め、 産学連携に取 

り組むことが 期待されている。 

国立大学法人化後の 産学連携の健全な 発展を促 

すためには、 これまで産学連携制度がど う 利用さ 

れ、 どのような成果 ( 特許等 ) 創出がなされたの 

か 、 さらにそれら 成果の学術面のみならず 社会還 

元 ( 起業化等 ) という視点から 実態の定量分析や 
評価が必要であ る。 

本報告は、 上記の分析・ 評価活動の途中成果を 

纏めたものであ り、 産学連携制度の 利用の視点か 

ら「共同研究」と「受託研究」とを 対比し紹介 &, 

するものであ る。 

なお、 本 活動は文部科学 省 研究振興局研究環 

境・産業連携 課 技術移転推進室の 協力のもとに 実 
施している。 

4. 主な分析結果 

4. 1 共同研究と受託研究の 委託者 

共同研究における 大学の連携 先 機関 ( 以下、 受 

託研究の場合も 含め委託者と 呼ぶ ) の約 80% は 国 

内 民間企業が占める。 他方、 図 1 の年度 別 受託研 

究推移に示すよ う に受託研究では 企業の占める 割 

合は約 20% ( 国の事業を受託した 企業からの 再 委 

託も含む ) で、 特殊法人、 公団、 及び 2001 年度 
以降に独立行政法人化された 機関が約 40% ( 共同 
研究では約 5%) と 多く、 両 研究制度の委託者は 
異なる様相を 呈している。 なお、 共同研究には 国 

の機関との連携は 制度上存在しない。 また、 時系 

列的推移を見ると、 共同研究は制度開始以来右肩 
上がりで増加しており、 特に近年の中小企業の 参 

入による増加が 著しい。 受託研究も同様な 増加を 

2. 「共同研究」 と 「受託研究」 見せているが、 図 1 の如く、 唯一 2001 年度に落 

「共同研究」とは 民間から研究者と 研究経費を受け ち込みを見せている。 これは、 現 独立行政法人 諸 

入れ、 大学の研究者と 産業界の研究者とが 共通の研 機関からの委託の 減少に起因し、 独立行政法人へ 

究 課題について 対等の立場で 共同して研究を 行 う も の移行に伴 う 過渡的影響が 出たものと考えられる。 

のであ り、 1983 年度に制度創設された。   ( 片 l 

一方、 「受託研究」は 民間等から委託を 受けて大学 
    

の 研究者が実施する 研究で、 これに要する 経費を委         ， -0 ソ，   Ⅰ     
仮 並行政法人・ 持屋 港 人毎   ス、           

      
  

人 ・国際機関等からの 委託も可能であ る。 受託研究は         実施什 """ 。 が - ， 
    1970 年度に創設されている。     4500 枚 
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4. 2 国立大学における 共同研究と受託研究 

大学にとって 企業等と連携・ 協力して研究活動 

を行 う ことは、 社会における 現実の問題を 把握し、 

それを踏まえて 基盤となる研究テーマを 設定し、 
成果を社会に 還元 し 、 そして社会から 不断に評価 

を 受けることにより 研究の活性化・ 高度化を図る 

ことが期待できる。 また、 産業界の研究者の 協力 

により新たなテーマを 開拓し、 その研究環境を 活 

用して効率的に 成果を達成するとともに、 外部資 

金を獲得することも 可能になる。 
本節では国立大学を 対象として、 二つの研究制 

度の実施傾向を 考察する。 
(1 ) 実績上位大学の 傾向 
表 1 に 1995 年度から 2002 年度までの 8 年間 

に実施された 共同研究と受託研究の 累積件数の上 

位 20 校について、 全件数に占める 企業との研究 

件数の比率 (%) 、 企業との研究件数に 占める大企業 

との研究件数の 比率 (%) を示す。 
共同研究、 受託研究ともに 累積件数の上位を 旧帝 

国大学 7 校と東京工業大学 ( 以下、 大規模 校 という。 ) 
が 占めているが、 それ以降は共同研究と 受託研究で 
異なる 顔 ぶれとなっている。 前節で述べた よう に委託 

者として共同研究では 企業が主体であ り、 一方、 受託 

研究では企業以外の 公的機関が主体であ ることがわ 

かる。 また、 委託者が企業であ る場合、 大企業の比率 

が 高いのは受託研究であ る。 

共同研究において、 大規模校は委託者 群 に占める 

企業の比率が 低く、 また企業であ る場合、 その委託者 

は主に大企業であ る。 それと比べて、 大規模 校 以外 

の 大学は委託者の 主体は企業であ り、 それも中小企 

業等の比率が 高い。 一方、 受託研究では 大学規模に 

よる委託者の 差異はみられず、 先に述べたよさに 企業 

外の比率が高い。 また、 委託者が企業であ る場合に 

は大企業が主体となっている。 

表 1 共同研究と受託研究の 実績上位大学 

(2) 地域内連携 
次に先に見た 上位 20 校に関して、 大学と地域との 

関係を示すために、 大学所在地と 委託者の所在地が 

同一地域であ ると ヒ率と 委託者の所在地が 東京であ る 

比率を示したのが 表 2 であ る。 なお、 地域は北海道、 

東北、 関東、 甲信越、 中部、 関西、 中国、 四国、 九 

州・沖縄であ る。 

関東、 特に東京に大企業、 及び公的機関が 集積し 

て レ滝 ため、 共同研究、 受託研究ともに 征東京の委託 

者との連携比率が 相対的に高くなっている。 従って、 

この傾向は大企業や 公的機関との 連携比率の高い 

大学において 顕著であ り、 大規模校は概して 在 東京 

組織と高連携比率となっている。 

一方で、 地域における 連携が盛んなのは 地方大学 

であ り、 共同研究では 岩手大学、 三重大学、 静岡大 

学 、 京都工芸繊維大学、 岐阜大学、 神戸大学が同一 

地域内の組織との 連携比率が 55% を超えており、 また 

受託研究では 鹿児島大学、 岐阜大学、 三重大学、 新 

潟大学が 30% を超えている。 このような地域における 連 

携を支えているのは、 共同研究では 地域の中小企業 

であ り、 受託研究では 地域の公的機関であ る。 

表 2  国立大学の地域内連携 
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(1) 経費と知的財産権 
図 2 は共同研究 (E 分 A 注 2) と受託研究の 企業 

側が支出する 共同研究 1 件当たりの平均金額の 推 

移であ る。 受託研究では 研究遂行に必要な 直接経 

費と間接経費を 納めるのに対し、 共同研究では 直 

授経費のみという 違いもあ り、 企業の負担経費か 
らは、 受託研究の負担が 大きいことがわかる。 

企業が研究制度を 選択するとき、 こうした経費 

の負担、 及び知的財産権 の取扱いが大きな 要素を 

占めていると 考えられる。 知的財産権 の取扱いと 

は 、 成果として創出した 特許の帰属と 実施の問題 

であ り、 受託研究では 特許の帰属は 大学 ( 国 ) も 

しくは教官とされ 委託者には帰属しない。 

一方、 共同研究では 通常の場合共有となり、 企 

業があ る程度の成果を 保有し研究に 対する貢献が 

可能ならば経費負担の 軽い共同研究を 選択するこ 

とが考えられる。 また、 特許の実施において、 企 

業は自らが経費負担した 成果の利用に 実施料を支 

払うことに抵抗が 大きく、 大学との実施 権 、 不実 

施補償等の協議内容も 選択に影響を 与える。 

  
9 l995 年度の共同研究経費 @" " 一一一 ( 民間 憶 負担 ) を基準に正規化 一 一       

7     ".   ""   一 受託研究 -"            
4   一 一 -     
3         一     
    ， " 同研究 一       

  
1995@ 1996@ 1997         1999  2 ㏄。 ' ㏄ 1  2002 

図 2 研究制度による 企業経費の相違 

(2) 企業規模による 研究制度の活用 
図 3 は研究委託企業の 企業規模 曲 構成比率を示 

している。 共同研究では 中小企業の伸びが 著しい 
のに対し、 受託研究は 1998 年以降企業構成比率 

に大きな変動はなく、 大企業が主体となっている。 

( 単位Ⅹ 1 ( 単位 : 援 ) 
    

    

    

    

    

        
共同研究 受託研究 

これは、 前述の経費負担の 要因が大きいことが 考 

えられる。 なお、 図 3 における企業規模不明には 

倒産企業等も 含まれるがその 多くは規模 半 l 」別のデ 
ータ取得ができなかった 企業であ り実際的には 中 

小規模の企業と 看 倣 せる。 

また、 共同研究における 中小企業の増加は 、 特 

に地方の中小企業が 積極的に産学連携に 取り組み 

始めたことによる。 これは企業が 地域での生き 残 

りをかけて研究開発型の 企業へと転換を 図ろ う と 

したことや 1987 年度より整備開始された 共同研 
究 センタ一等を 通じて大学との 共同研究が開かれ 

たものとなり、 容易に共同研究できる 環境が整っ 

たことがあ げられる。 それら中小企業にとって 経 

費負担が軽くかつ 知的財産権 の共有できる 共同研 

究制度が選択しやすいものであ ったと思われる。 

(3) 業種による研究制度の 活用 
図 4 は 1995 年度から 2002 年度までの 8 年間 

の受託研究累積実施件数を 業種別 ( 主要業種のみ ) 
に示したものであ る。 共同研究で累積件数が 多い 

のは、 電気機械器具、 一般機械、 電気業など比較 
的多様な業種に 分散しているのに 対して、 受託研 
究では医薬品・ 化粧品製造業 ( う ち 98% が医薬品 ) 

が他を圧している。 例えば、 創薬は基礎・ 応用・ 

臨床等製品化されるまでの 時間とコストが 多大に 

かかる一方で、 製品化された 後は莫大な利益が 期 

待できる。 このため、 技術集約型で 研究開発費の 
売上高比率が 高い業種であ り、 大企業であ っても 

資金・マンパ フ 一の制約から 大学知を生かした 開 

発のアウトソーシンバとして 受託研究が選択され 

ると考えられる。 
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図 4  業種による研究制度の 活用状況、 、 

4. 4 ベンチャ一企業の 研究制度の活用 

技術指向型の 独立系小規模企業者 ( ベンチャ一 

企業 ) は新産業の創造によりマクロ 経済の持続的 

成長に重要な 役割を果たすことが 指摘されている。 
また、 産学連携は、 技術・ノウハウのスピルオーバ 

図 3  企業規模による 研究制度の活用状況 
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を 通じてべンチヤ 一のイノベーションを 促し、 ス 

ピンオフを通じた 新企業の創設を 促す原動力とし 

て位置付けられている。 

本節では、 ベンチヤ一企業注 4 に着目し研究制度 

の活用の特性について 考察する。 

(1) 件数べ ー スで見た制度活用 
図 5 は共同研究における 大学の研究分野とべン 

チャ一企業の 結びっきを示す。 工学系分野は 全業 

種に渡り連携が 盛んであ る。 業種特性が顕著な 結 

ぴっきとしては、 農学系分野と 食品製造、 保健系 分 
野 と医薬品製造が 挙げられる。 これらの業種では 

熊本大 (E 薬品 ) 、 帯広畜産大 ( 食品 ) がべンチャーと 
多くの共同研究を 行っている。 

一般機械器具製造業 

電気 技棟 器具製造業 

医薬品・化粧品製造業 

情報サービス 業 

精密 機棟 器具製造業 

電子部品・テバイス 製造業 

食品，飲料製造業 

金属製品製造業 
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図 5 ベンチヤ一企業と 大学研究分野の 結びっき 

(2) 金額べ ー スで見た制度活用 
共同研究 (E 分 A) におけるべンチャ 一の一件あ 

究を行っている。 これは企業全体とほほ 同水準 

(1.6 大学と 2.1 件 ) であ る。 

しかし、 全件数の約 5 割は地域 制 同一都道府県 ) 

連携であ り、 企業全体 ( 約 4 割 ) よりも高い。 ベンチ 

ャーとの地域内連携が 盛んな大学としては、 帯広 

畜産大 ( 食品 ) 、 和歌山大 ( 一般機械 ) 、 岡山大 ( 情報サ 

ービス ) 、 熊本大 (E 薬品 ) が挙げられる。 
これに対し、 受託研究では 2002 年度において 

1.3 大学に 1.3 件の研究を委託している。 これは企 

業全体 (2.0 大学に 2.7 件 ) ょり低 い 水準であ る。 ま 

た 、 全件数に占める 地域内連携の 比率は約 3 割で 

共同研究のそれよりも 低い。 
共同研究、 及び受託研究で 委託者との地理的関 

係が異なるのは、 両制度の技術移転径路としての 

違いを反映したものと 考えられる。 

(4) 大学 発 ベンチヤ一による 共同研究 
大学研究者を 創業チームに 擁する大学 発 ベンチ 

ヤ 一は 、 技術移転の成果としても、 イノベーション 

の担い手としても 近年注目を集めている。 研究分 

野別に見ると、 ライフサイエンスと 情報通信の分 
野で 2001 年度以降、 大学 発 ベンチャ一による 共同 

研究件数が著しく 増加している。 これらの企業は 

母体となった 大学と地域内連携を 行 う ケースが多 

い。 なかでも弘前大、 佐賀大は各大学からスピンオ 

フしたべンチャー ( それぞれ情報サービス、 電気 機 

器 ) と 共同研究を盛んに 行っている。 

たり負担経費で 見ると、 件数べ ー スとは異なり、 エ 

学系 分野のプレゼンスは 大きく低下する。 ベンチ 

ヤ 一の平均経費は 企業全体平均よりも 約 1 割低く 、 

医薬品と精密機器においては 企業全体より 約 6 割 

高い。 これらの業種では 東大 ( 医薬品 ) 、 神戸大 ( 精 

密 機器 ) のプレゼンスが 大きい。 

5. おわりに 

国立大学が法人化された 現在、 民間等と大学の 

関係は多様性を 増してゆこう。 Win-Win の関係を 

保ち、 ょり本質的な 議論のために 本稿が一助とな 

れば幸いであ る。 

これに対し、 受託研究においてはべンチャー 企 

業の平均経費は 企業全体より 約 8  割高く、 医薬品 1. [ 参考文献 産学連携 1 1983 り 00l,NISTEP  調査資料 96,2003.03 
では約 1.9 倍、 電気機器では 約 4 倍の支出をしてい 2. 産学連携 1983 り 001, 研究・技術計画学会 2003 年度年 

る 。 これらの業種では 国立遺伝学研究所 (w.lE& 薬品。 ) 、 次 大会， 2003.10 
奈良先端科技大 ( 電気機器 ) のプレゼンスが 大き 3. 日経ベンチャービジネ 、 ス 年鑑，日本経済新聞社， 2003 年 

い   度 版 

医薬品産業においてべンチャ 一による研究制度 棚引 
の 活用が顕著なのは、 同産業が サ イェンスベース   本稿の見解は 筆者らの見解であ り、 科学技術政策研究所 

であ り、 創薬のイノベーションにおいてべンチ ャ 2 の見解ではない。 企業から研究者および 直接経費、 または直接経費のみを 
一 が重要な役割を 果たしているためと 考えられ 受け入れ、 大学においても 直接経費の - 部を負担する 

る 。 もの。 

(3) 立地べ ー スで見た制度活用の 特性 3 中小企業基本法に 基づき分類を 行った。 
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